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１ はじめに 

神奈川県（以下「県」という。）は、地球温暖化対策の推進に関する県、事業

者、県民等の責務を明らかにするとともに、事業者及び県民の自主的な地球温暖

化対策の促進等により良好な環境を将来の世代に引き継いでいくことを目的とし

て、2009（平成 21）年度に、「神奈川県地球温暖化対策推進条例」（平成 21年神奈

川県条例第 57号。以下「県条例」という。）を制定した。 

この県条例に基づき、一定規模以上の事業者に対して、温室効果ガスの排出削減に

関する自主的な削減目標、対策等を記載した計画書等の提出を義務付け、その概要を

公表する「事業活動温暖化対策計画書制度」（2010（平成 22）年度施行。以下「計画

書制度」という。）を運用し、事業者による自主的な取組を促進してきた。 

こうした中、国は、「2050年カーボンニュートラル」を目指すことを宣言し、脱

炭素社会の実現に向けて施策を強化しており、県においても、今年度中に「神奈川

県地球温暖化対策計画」（以下「温対計画」という。）を全面的に改定し、2030年度

に向けた中期目標や具体的な施策等を盛り込む予定である。  

この温対計画の中間目標達成のためには、県内の温室効果ガス排出量のうち、産

業部門と業務部門からの排出が約半分を占めている現状にかんがみると、特に事業

活動における排出削減対策を促進する必要がある。 

そこで、県では、計画書制度の見直しを行うこととし、神奈川県環境審議会

（以下「環境審議会」という。）に事業活動温暖化対策部会（以下「当部会」とい

う。）を設置し、今後の計画書制度のあり方等を検討することとした。  

本報告書は、当部会において、条例による制度的な対応が必要と考えられる事

項を中心に、計画書制度の見直しの骨格について、取りまとめたものである。 
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２ 事業活動温暖化対策計画書制度の見直し 

(1) 現行の計画書制度の概要 

ア 制度趣旨・根拠法令 

計画書制度は、県条例に基づき、県内において一定規模以上の事業活動を

行う事業者を対象に、温室効果ガスの自主的な削減目標や削減対策を記載し

た計画書、排出状況報告書、結果報告書等の提出を義務付け、その概要を県

が公表することで、事業者の自主的な取組を促進するための制度である。 

なお、県条例では、第４条、第 10条から第 17条等に規定されている。 

＜計画書制度のイメージ＞ 

 

イ 対象事業者 

対象事業者は、計画書等の提出義務のある特定大規模事業者と、それ以外

の中小規模事業者等に区分される（詳細は下表のとおり）。 

＜対象事業者＞ 

 

※2022（令和４）年度末時点 

※カッコ内の数値は事業者区分（中分類）の重複を含む全事業者数（544者）に対する割合 
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ウ 手続の流れ及び計画書等の記載内容 

事業者の手続としては、まず、計画初年度に、原則３～５年間の範囲内で

計画期間を任意選択し、計画期間最終年度までの温室効果ガス削減目標、具

体的な削減対策等を自主的に設定する。 

また、計画の削減対策を実行した上で、２年度目以降は、前年度の温室効

果ガスの排出実績、削減対策の取組状況等を毎年度報告（排出状況報告書）

する。 

さらに、最終年度の翌年度には、前期計画期間を総括（結果報告書）し、

新たな計画を策定する。計画書制度は、このようなＰＤＣＡサイクルによ

り、事業者の自主的な取組が進んでいくことを、意図している。 

＜手続の流れ＞ 

 

＜計画書等の記載内容＞ 

 

エ 計画書等の公表 

県では、事業者に対して、県民など第三者の目を意識し更なる取組を進め

ることを促すため、提出された計画書等について、その内容を審査の上、概

要を県ホームページ上で公表している。 
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＜公表画面のイメージ＞ 

 

オ 現地調査 

県では、計画書を提出した事業者の現状把握や、対策実行の促進に向けた指

導・助言を目的として、毎年度 30～60 事業所程度を対象に、下記内容等につ

いて現地調査を実施している。 

・現場の巡視、ヒアリング等による進捗状況の確認 

・目標達成に向けたアドバイス 

・次期計画における対策の提案 など 

カ 政令市との関係 

横浜市及び川崎市は、それぞれ市条例に基づき、県と同等の制度を運用してい

る。そこで、事業者の事務負担軽減を図るため、県の計画書制度の対象区域は、

原則、両市を除く地域（以下「県域」という。）としている。そのため、両市内

のみで事業活動を行う事業者は、県への計画書等の提出は不要である。 

また、相模原市は、県の計画書制度における中小規模事業者等のうち市内事

業者を任意提出の対象とする、独自の制度を運用している。 

＜横浜市・川崎市との関係＞  
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(2) 2010年度以降の計画書制度を取り巻く状況 

ア 県全体の温室効果ガス排出状況 

2020（令和２）年度の県全体の温室効果ガス排出量は、5,971万 t-CO2であ

り、2013（平成 22）年度の 7,398万 t-CO2から 19.3％減少した。 

部門別構成比では、産業部門※と業務部門※からの排出が約半分を占めている。 

＜県内の温室効果ガス排出量の推移＞ 

 

＜県内の温室効果ガス排出量の部門別構成比（2020年度）＞ 

 
※部門別構成比における各部門の定義 

・産業部門：製造業、建設業等における工場・事業場のエネルギー消費等に伴う排出 

・業務部門：事業所・ビル、商業・サービス業施設等におけるエネルギー消費に伴う排出 

・エネルギー転換部門：発電所等における自家消費分及び配電ロス等に伴う排出 

・運輸部門：自動車、鉄道、船舶、航空機におけるエネルギー消費に伴う排出 

・家庭部門：家庭生活における電気、ガス等のエネルギー消費に伴う排出 

・廃棄物部門：廃棄物の焼却処分に伴う排出 

  

31.2%

34.0%

14.9%

17.0%

15.5%

8.0%

15.3%

18.0%

21.1%

16.0%

2.1%

7.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

神奈川県

（速報値）

全国（確報値）

産業部門 業務部門 エネルギー転換部門 運輸部門 家庭部門 廃棄物部門ほか

46.1%

51.0%
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イ 計画書制度対象事業者の温室効果ガス排出状況 

2021（令和３）年度の県域における特定大規模事業者の温室効果ガス排出量

は、2013（平成 25）年度比で 16.9％削減した。 

改定後の温対計画における 2030 年度までの中期目標「2013（平成 25）年度

比 50％削減」の達成には、現状の削減ペースに加えて、「112 万 t-CO2 の追加

削減」が必要な状況である。 

＜特定大規模事業者の温室効果ガス排出量の推移＞ 

 

※2013～2021年度の排出量は東京電力エナジーパートナー㈱の毎年の基礎排出係数により算出（一部推計値） 

なお、県域における温室効果ガスの排出量のうち、計画書制度対象事業者の

排出量割合では、産業部門では約７割、業務部門では約４割を占めている。 

＜計画書制度対象事業者の温室効果ガス排出量の割合（2019 年度実績）＞ 

※県、横浜市及び川崎市の公表資料（排出量推計）等から推計 

ウ 事業者の動向 

(ｱ) 特定大規模事業者（≒大企業） 

国際的に、脱炭素化の取組がグローバル社会における競争原理の一つと

して認識され、国内外の大企業※等を中心に取組が広がり始めている。 

※中小企業（資本金の額又は出資の総額が３億円以下の会社又は常時使用する従業員の数が 300

人以下の会社及び個人（製造業の場合）等）の規模を超える企業 

単位：万ｔ-CO2
県域の排出量

うち県計画書制度 (カバー率)

443
323 (72.9%)

437
181 (41.4%)

306
16 (5.2%)

483
18 (3.7%)

478
0 (0.0%)

2,147
538 (25.1%)

1,669
538 (32.2%)

部門

産業

業務

エネ転

運輸

その他（家庭・廃棄物）

合計

合計
（その他除く）
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【取組事例】 

・ＧＸリーグ※への参画 
 ※野心的な炭素削減目標を掲げる企業群が排出量削減に向けた投資を行いつつ、目標の達成に向

けた自主的な排出量の取引を行う枠組み 

・RE100（Renewable Energy 100%）、SBT（Science Based Targets）等の国

際的なイニシアティブへの参画 

・TCFD（Task Force on Climate-related Financial Disclosure）の開示

枠組みに沿った対応 など 

(ｲ) 中小規模事業者等（≒中小企業） 

中小企業※は、その多くは、人財、資金、ノウハウ等の不足により脱炭素

化の取組に未着手の状況である。 

※資本金の額又は出資の総額が３億円以下の会社又は常時使用する従業員の数が 300人以下の会社

及び個人（製造業の場合）等 

＜脱炭素に取り組む必要性の認識＞ 

 
※令和４年度神奈川県中小企業・小規模企業経営課題等把握事業 

このため、グローバル企業等の大企業が、サプライチェーン上の企業に

対して CO2排出量の開示や削減要請に動き出した状況にかんがみると、取

組に遅れた中小企業が、取引先から外されるリスクが顕在化しつつある。 

エ 横浜市及び川崎市の動向  

(ｱ) 横浜市 

横浜市では、平成 22（2010）年度から、「地球温暖化対策計画書制度」に

おいて、事業者の自主的な取組に関する計画及び実績を評価する制度を運用

している。 

(ｲ) 川崎市 

川崎市では、「事業活動地球温暖化対策計画書・報告書制度」を見直し、

2024（令和６）年度から事業者の取組を評価する制度の導入を予定している。 
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(3) 現行制度の課題と見直しの方向性 

ア 計画書制度の課題 

現行の計画書制度は、運用を開始した 2010（平成 22）年度以降の社会・経

済状況の変化等により、次の５つの課題が生じている。 

(ｱ) 課題１：削減目標の基準（望ましい水準）がない 

県が、県全体の温室効果ガス排出量の削減目標の達成に必要な、計画書制

度対象事業者の目指すべき削減目標の基準（望ましい水準）を示してなく、

県の削減目標達成に向けた事業者への働きかけとして十分ではない。 

(ｲ) 課題２：各事業者が自身の取組を評価できない 

事業者にとって、自身の取組と同業他者等の取組とを比較できるように

「見える化」されていないため、自身の立ち位置の把握が難しい。 

(ｳ) 課題３：事業者への動機付けが不十分 

優良な取組・実績に対するインセンティブや、更なる努力が必要な実績

に対するディスインセンティブの設定が不足しており、事業者にとって、

取組を強化することへの動機付けとして十分ではない。 

(ｴ) 課題４：中小規模事業者等から制度が活用されていない 

中小規模事業者等は脱炭素の重要な担い手であり、計画書制度への任意

参画が可能であるにもかかわらず、制度が活用されていない。 

(ｵ) 課題５：事務負担が重い 

国や他自治体にも類似の制度があり、事業者に負担となっていることか

ら、ＤＸ化の推進や様式の簡素化など、運用の改善を図る必要がある。 

イ 見直しの方向性 

「ア」の課題を踏まえ、計画書制度の見直しの方向性を次のとおり整理した。 

(ｱ) 事業者の脱炭素化の取組を評価して「見える化」する仕組みの導入（課題

１、２関係） 

県条例を改正し、事業者の脱炭素化の取組を評価して「見える化」する

仕組み（以下「評価制度」という。）の導入を検討する。それにより、事業

者自身の現在地把握及び自主的な取組の加速化や、金融機関等の第三者に

よる事業者の取組把握及び ESG金融の側面からの支援促進等を図る。 
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(ｲ) 評価結果と連動した支援等による取組意欲の向上（課題３関係） 

計画書制度と、県、金融機関等が提供する各種支援制度等との連携等に

より評価結果に応じたインセンティブ・ディスインセンティブの提示を検

討し、事業者の脱炭素化に向けた取組意欲の向上を図る。 

(ｳ) 中小規模事業者等への支援の充実による制度活用促進（課題４関係） 

中小規模事業者等の抱える課題等を踏まえ、計画書制度の活用を促すた

めの方策を検討し、主体的かつ計画的な脱炭素化の取組促進を図る。 

(ｴ) ＤＸ化・書類簡素化の推進による事務負担の軽減（課題５関係） 

事業者－県双方にとって効率的なデータ管理手法の導入や、提出書類の

抜本的な見直し及び簡素化を検討し、事業者－県双方における事務負担の

軽減や、取組の評価に当たっての効率的な運用を図る。 

(ｵ) 横浜市・川崎市の制度との調和 

県条例の規定を適用しない横浜市及び川崎市の制度と調和がとれるよう配

慮することで、事業者への過度な負担の軽減を図る。 

(ｶ) 排出量取引制度（キャップ＆トレード） 

国主導のＧＸリーグにおいて、2026（令和８）年度から全国的に排出量

取引制度が試行予定であることから、現時点では国の動向を注視すること

し、今後の検討課題とする。なお、仮に県単独で先行導入した場合、製造

業等の県外流出による「産業の空洞化」や、いわゆる「炭素リーケージ」

のおそれがあるとの考え方にも留意が必要である。 

＜事業者の取組支援・促進のイメージ＞ 
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(4) 実施すべき制度見直し（評価制度の導入） 

ア 現行の計画書制度の運用見直し 

(ｱ) 計画期間 

計画期間は、横浜市及び川崎市の制度と調和し、かつ連携した施策展開を

図るため、「３～５年間の任意選択制」から「３年間固定制」に変更する。 

なお、期間変更に伴う事業者の負担軽減を図るため、移行期間を設定す

る。2025（令和７）年度以降に提出される計画書から順次、評価制度を適

用し、2028（令和 10）年度に全ての計画書について評価制度を適用する。 

＜評価周期のイメージ＞ 

 

※2028（令和 10）年度に向けて 2024（令和６）年度から計画期間を順次縮小 

 

(ｲ) 提出書類 

提出書類は、制度見直しに伴う事業者の事務負担を軽減するため、現行

の計画書、排出状況報告書及び結果報告書（３種類）を「計画書兼実績報

告書」（１種類）として、統廃合する。 

また、定性的な記載項目は、必要最低限にとどめることとし、定性的な

記載を求める場合にあっては、チェックリスト（選択式）を活用するな

ど、記載内容の簡素化と入力負担の軽減を図る。 

＜提出書類の簡素化イメージ＞ 

 

  



11 

イ 評価制度の導入 

(ｱ) 評価対象事業者 

事業者の取組の評価は、横浜市及び川崎市の制度との調和を図るため、

計画書を提出した全ての特定大規模事業者を対象とする。 

また、中小規模事業者等については、任意提出のハードルを下げるため、

希望者のみを評価の対象とする。 

なお、特定大規模事業者の該当性の判定については、省エネ法※の改正

に合わせて、化石エネルギーだけでなく、非化石エネルギーを含む全ての

エネルギー使用量を基に、判定することとする。 

※エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律（昭和 54年法律第 49号） 

(ｲ) 評価対象区域 

評価対象区域は、横浜市及び川崎市の制度との調和を図り、現行の計画

書制度の運用と同様、原則として「県域」における取組を対象とする。 

(ｳ) 評価周期 

事業者に具体的な取組の実行を促すため、計画に対してではなく、毎年

度の実績に対して評価する。 

また、現行計画書制度の計画期間継続中の事業者が、新制度による評価

を希望した場合についても、配慮が必要である。 

(ｴ) 評価軸・評価項目（基本的な考え方） 

改定後の温対計画における中長期目標（2030年度 50％削減、2050年脱

炭素社会の実現）の達成を図るため、中・長期的な評価軸を設定するとと

もに、それに応じた評価項目を設定することを、基本的な考え方とする。 

＜評価軸と評価項目の考え方＞ 

 

また、評価項目は、それぞれに評価基準を設定し、絶対評価で評価するほ

か、対象事業者区分別（第１～３号）に、評価の必須項目や任意項目を設定

する。さらに、事業者の高い目標設定への意欲向上を図るため、計画時に高

い目標を設定した場合には、実績評価の際に配慮する。 
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＜評価軸・評価項目のイメージ＞ 

（★：必須、☆：任意、－対象外） 

 
※評価項目の詳細は、環境審議会答申後に県において検討予定 

なお、中小規模事業者等については、任意提出のハードルを下げるため、

希望者を対象に、必要最低限の評価項目による評価を行うことを原則とする。 

(ｵ) 評価のアウトプット（基本的な考え方） 

評価のアウトプットは、評価結果の分かりやすさを考慮し、項目別評価で

はなく、総合評価とすることを、基本的な考え方とする。 

その上で、総合評価を行うに当たり、「温室効果ガス排出量の削減」とい

う目的と、それを達成するための「重点的な取組」という手段、の両面から

総合的に評価することとし、具体的な総合評価方法を検討する必要がある。 

(ｶ) 評価結果の公表（基本的な考え方） 

事業者の取組の促進を図るため、原則として、全ての評価結果を県ホーム

ページで公表することを、基本的な考え方とする。なお、公表は、取組促進

の手段であって、いわゆる罰則ではない。 

また、公表に際しては、事前に、有識者からの意見聴取や、事業者が意

見を述べる機会を確保するほか、特に低評価結果の公表については、経過

措置を設定する（例：３回連続で低評価となるまで公表しない）など、一

定の配慮が必要である。 

＜評価結果の公表イメージ＞ 
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３ 事業者の脱炭素化に向けた支援策 

(1) 特定大規模事業者に対する支援策（基本的な考え方） 

特定大規模事業者の取組を持続的に推進・強化（スパイラルアップ）させる

ため、評価制度の評価結果と連動した取組の支援策等を提供する。 

支援策等は、高評価事業者に対して県によるＰＲ等のインセンティブを付与

するほか、平均的な事業者に対して評価向上に向けた課題別支援を、また低評

価事業者に対してボトムアップに向けた指導や助言をそれぞれ提供することを

基本的な考え方とし、具体的な支援策等を検討する必要がある。 

＜評価結果と連動した支援策の提供イメージ＞ 

 

※評価項目の詳細は、環境審議会答申後に県において検討予定 

 

(2) 中小規模事業者等の計画策定促進策（基本的な考え方） 

ア 中小規模事業者等の現状と課題 

県域の中小規模事業者等については、９割近くが脱炭素の必要性を認識し

ている一方で、６割以上が取組には未着手、かつ９割以上の企業が脱炭素化

の目標を未設定との状況である。 

＜脱炭素に取り組む必要性の認識＞       ＜脱炭素に向けた目標設定状況＞ 

 

※県内中小規模事業者等向けアンケート調査（2023（令和５）年６月実施、対象：横浜市及び川崎市

を除く県域に本社等が所在する中小企業 約 8,700者、回答率：約 24.5％） 
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イ 対応の方向性 

特定大規模事業者に対しては、評価制度の評価結果と連動した取組支援策

を提供することを基本とする一方、中小規模事業者等に対しては、事業者が

抱える脱炭素化の取組に関する課題等を把握した上で、「脱炭素化の最初の一

歩」を踏み出してもらうための方策を検討する必要がある。 

中小規模事業者等の現状は、規模や経営状況、脱炭素への意識などが様々

であることから、計画書制度を活用した中小規模事業者等の計画的な脱炭素

化の促進に向けては、一律の対応ではなく、ターゲット層をある程度限定

し、支援策を提供していくことが効果的であると考えられる。 

＜中小規模事業者等の現状に応じた支援策の提供イメージ＞ 

 

例えば、中小規模事業者等の現状を上図のように３段階に区分した場合、

評価制度との連携は、「STEP３」に該当する事業者がターゲットとなる。 

こうした段階にある事業者に、現状を把握した上で削減計画を策定すると

いう「脱炭素化の最初の一歩」を踏み出してもらうためには、評価制度への

参画を促す施策の検討が必要である。 

具体的には、任意提出様式の抜本的な簡素化・ＤＸ化についての検討や、

中小規模事業者等が 2050年脱炭素を宣言し、計画書を策定した場合に県が認

証する認証制度の創設を検討する。併せて、認証を受けた事業者への資金面

支援等を含むインセンティブ付与も検討する。 

＜中小規模事業者等が計画書を策定した場合のインセンティブ付与イメージ＞ 
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４ 今後の検討課題 

本報告書は、当部会において、計画書制度の見直しの骨格について、取りまと

めたものだが、計画書制度を実効性あるものとしていくためには、当部会での議

論を踏まえ、以下の事項も含めて今後とも継続して検討していく必要がある。 

(1) 計画書制度の見直し 

ア 評価軸・評価項目 

(ｱ) 評価項目の詳細の検討 

当部会において検討した結果を基に、事業者の脱炭素化の取組を適切に

評価するため、評価項目の詳細について、検討する必要がある。 

なお、評価項目間で相互密接に関連しており、一定の取組結果に対して

重複した評価を与える事例が生じ得る。そこで、配点シミュレーションに

より評価項目間の整合性を検証するなど、慎重に検討する必要がある。 

また、脱炭素化の取組を中小規模事業者等に広げていくためには、サプ

ライチェーンや業界の全体の動きにより、中小規模事業者等を巻き込んで

いくことが効果的である。そのため、特定大規模事業者の評価にあたって

は、サプライチェーン全体による削減の取組等を評価することで、取組を

促していくことについても、検討が必要である。 

＜評価軸・評価項目のイメージ＞ 

 
※評価項目の詳細は、環境審議会答申後に県において検討予定 

(ｲ) 評価基準の設定 

「(ｱ)」の各評価項目について、具体的な評価基準を設定する必要がある。 

評価基準の設定に当たっては、客観性・公平性等の観点から、極力、定量的

な基準値の設定が望ましい。また、基準値設定の基データ（国公表データ等）

が現状を踏まえた適切なものかどうかや、横浜市及び川崎市の制度との整合に

ついても、慎重に検討する必要がある。 
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なお、温室効果ガス削減の取組の評価については、改定後の温対計画に

おける目標との整合性を考慮して絶対量の「排出量」で評価する方法、事

業者の事業環境を考慮して割合の「原単位」で評価する方法などが考えら

れるが、県内企業の温室効果ガス削減を促す観点からどのような評価のあ

り方が効果的か、更に検討が必要である。 

また、基準年度や対象事業者区分別（第１～３号）・部門別に、評価基準

を区分けすべきかどうか、区分けする場合にどのように区分けすべきかの検

討も必要である。 

(ｳ) 事業者区分別の必須・任意項目 

「２(4)イ(ｴ)」にて、対象事業者区分別（第１～３号）に、評価の必須

項目・任意項目を設定するとしたが、事業者の区分により特に重要な取組

が異なると想定されるため、それぞれの区分に応じた必須項目と任意項目

について、慎重に検討する必要がある。 

(ｴ) 中小規模事業者等の必須・任意項目 

「２(4)イ(ｴ)」にて、中小規模事業者等については、必要最低限の評価

項目を設定するとしたが、脱炭素化に向けた取組を幅広い項目で評価する

方が望ましい面もあり、バランスの考慮が必要である。また、事業者の負

担軽減を図るためには、より簡易的な評価方法の検討も必要である。 

イ 評価のアウトプット 

(ｱ) 総合評価方法の詳細 

総合評価方法では、制度目的の「温室効果ガス排出量の削減」と、目的

達成に向けた手段である「省エネ」や「再エネ等」の重点的な取組との両

面を総合的に評価するため、最適な条件設定や配点バランス等を引き続き

検討し、速やかに方向性を示す必要がある。 

また、温室効果ガス排出量の削減に向けた取組の進め方は、事業者ごと

に異なることから、総合評価に当たっては、長期的な削減実績と短期的な

削減実績の両面について、最適な条件設定等の検討が必要である。 

＜総合評価方法のイメージ（案１）＞ 
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＜総合評価方法のイメージ（案２）＞ 

 

ウ 評価結果の公表 

評価結果の公表において、特に低評価の結果を公表することで、事業者が、

間接的に不利益を被る可能性もあると考えられることから、公表の範囲やタイ

ミングへの配慮等も含めて、詳細について引き続き検討する必要がある。 

 

(2) 事業者の脱炭素化に向けた支援策 

ア 特定大規模事業者に対する支援策 

高評価事業者に対するインセンティブ付与として、対象となる事業者の要

件や支援のタイミング等について、活用可能性のある金融機関からのニーズ

も踏まえた検討が必要である。 

また、低評価事業者に対するボトムアップ支援として、現実的でより効果

的な指導・助言方法についての検討が必要である。 

イ 中小規模事業者等の計画策定促進策 

中小規模事業者等に対する計画書制度活用促進策として、認証制度を創設

する場合は、認証要件等のほか、具体的なＰＲや補助等のインセンティブの

詳細についても、検討が必要である。 

加えて、中小規模事業者等の計画書提出に係る事務負担を軽減する手法と

して、入力補助シートを整備する等の対応が考えられる。 
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５ おわりに 

本報告書は、当部会において、今後の計画書制度のあり方を含め、事業者の脱

炭素化の取組を「評価・見える化」する仕組み等の骨格について検討し、その結

果を取りまとめたものである。 

取りまとめに当たっては、まず現行の計画書制度の課題を分析し、その上で、

評価制度の導入や、評価結果と連動した支援等による事業者の取組促進、中小規

模事業者等への支援の充実による計画書制度の活用促進等、計画書制度の見直し

の方向性を定めた。また、この見直しの方向性に基づいて、評価制度の基本事項

や事業者支援策の基本的な考え方についても検討し、概ね意見の一致を得た。 

一方、詳細の事項については、様々な意見があったことから、今後の検討課題

として、留意すべき事項等を整理した。今後、県においては、本報告書の整理も

参考に、横浜市及び川崎市の制度と乖離しないよう配慮しつつ、最終的には県が責

任をもって判断し、地方自治体としての役割を果たすべきである。 

また、評価制度の導入のため、条例の改正等を行う必要があるが、事業者への

影響を考慮し、施行に当たり一定の周知期間を設けることが適当である。 

さらに、「脱炭素」を取り巻く状況は、今後、急速に変化していくことが見込ま

れるため、今回の見直しで終わりということではなく、計画書制度の進捗管理を

適切に行うとともに、定期的に制度の見直しを行うことが適当である。 

なお、脱炭素社会の実現に向けては、計画書制度を通じて特定大規模事業者に

取組を促すだけではなく、中小規模事業者等も脱炭素化の取組の流れに巻き込ん

でいくことや、地域全体で連携した取組を進めていくことなども必要であり、 

今後、こうした取組も検討していくことを期待したい。 
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資料 

(1) 当部会員名簿・設置趣旨 

当部会は、計画書制度のあり方を含め、事業者の脱炭素化の取組を適切に

「評価・見える化」する仕組み等について、専門的な見地から審議を行うた

め、2022（令和４）年 12月、環境審議会に新設したもの。 

当部会員の任期は、計画書制度の見直しに関する審議が終了するまでとし、

環境審議会 会長からの委嘱に基づき、次のとおり選定した。 

＜当部会員一覧＞ 

部会長 氏 名 職 名 環境審議会 

の委員区分 

 青柳 みどり 国立研究開発法人国立環境研究所 

社会システム領域 脱炭素対策評価研究室 

シニア研究員 

委員 

 赤松 聡 一般財団法人省エネルギーセンター 

常務理事 

特別委員 

〇 鎌形 浩史 中間貯蔵・環境安全事業株式会社 

代表取締役社長 

委員 

 佐々木 信也 東京理科大学工学部機械工学科 

教授 

特別委員 

 古米 孝行 一般社団法人神奈川県経営者協会 

副会長 

委員 

（五十音順、敬称略） 

(2) 当部会の開催経過 

当部会では、計４回にわたり、計画書制度の見直し等について審議を行った。 

＜審議経過＞ 

区分 開催年月 主な審議内容 

第１回 2023（令和５）年 

７月 

・計画書制度の見直しの方向性 

・見直しの方向性を踏まえた評価制度のあり方 

・見直しの方向性を踏まえたインセンティブ等のあ

り方 

第２回 ９月 ・新たな評価制度及び支援策 

第３回 11月 ・新たな評価制度の評価方法等 

第４回 2024（令和６）年 

１月 

・審議結果の取りまとめ 

 


